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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は『日本航空株式会社の破綻と再生―経営哲学の組織論的分析（ミネル
ヴァ書房）』に収められる予定である（2019年3月）。同書では、２つの目的を立て議論を整理・展開した。第
１目的は、JALの破綻と再生に関する包括的・論理的な説明の枠組みを構築すること、第２目的は、JALの破綻と
再生に関する因果関係を整理し、経営哲学の意義を明らかにすることであった。
第2目的に関しては、（1）JAL破綻の真因を特定し、（2）旧JAL最後の社長である西松遙氏の再生に向けての試
みを再評価した。その上で、（3）JAL再生の理由を明確にするとともに、（4）JAL破綻と再生における経営哲学
の意義を再検討した。

研究成果の概要（英文）：In March 2019, we will publish a book titled Bankruptcy and Reconstruction 
of Japan Airline. In the book, we set two major goals: (I) to construct a comprehensive and 
theoretical framework designed to explain processes of JAL’s bankruptcy and reconstruction; and 
(II) based upon this framework, to analyze numerous actions and measures taken by JAL in the past 30
 years, and to clarify causal relationships between management philosophy and those actions and 
measures. With regard to (II), we concentrated on the following four questions, and answered them as
 reasonable as possible, thereby clarifying our understanding over dynamic relationships between 
management philosophy and organizational behaviors. 1. What is the fundamental cause of JAL’s 
bankruptcy? 2. How to evaluate efforts made by Mr. Haruka Nishimatsu, former and last president of 
old JAL? 3. What factors are especially important for JAL to revive? 4. What are major contributions
 of management philosophy for reviving JAL?

研究分野：ビジネス・エシックス
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１．研究開始当初の背景 
 経営理念に関する研究は、その機能や役
割を論ずる理論的・定性的研究から、理念
の浸透要因や浸透過程の検証や理念と企業
業績の関係を検証する実践的・定量的研究
へと関心をシフトさせている。研究代表者
である髙は、これまでに企業倫理学や企業
社会責任論（CSR）に係わる研究の一環と
して、経営理念研究に携わってきた。社会
貢献を積極的に実施している企業であって
も、経営理念が組織に定着していなければ、
特に、顧客志向の姿勢が役員・管理者・一
般社員に浸透していなければ、組織はやが
て衰退していく。多くの研究者が、こうし
た問題意識を共有してきたが、これを検証
することは容易ではなかった。かかる背景
から、髙は、次の 3つの理念研究上の課題
を掲げ、各課題に対応する形で研究を進め
てきた。 
第 1の課題は、経営理念や経営哲学とい
う概念が曖昧であったことである。これを
受け、髙（2009）では、経営理念の定義付
けを行い、研究の前提を整理した。 
第 2の課題は、経営理念の浸透度を測る
尺度が構築されていなかったことである。
これに応えるべく、高尾・王・髙（2009）
では、経営理念の浸透度に関する定量調査
を実施した。理念浸透に関する従来の定量
研究は、主として企業を 1つの調査単位と
するマクロレベルの研究が主流であり、企
業内の理念浸透の度合いを見ることはなか
ったが、髙らが実施したミクロレベルの実
証研究では、何が理念浸透の重要な要素と
なるのか、また何を以って浸透度を測るこ
とができるのかなどを明らかにした。 
第 3の課題は、理念の浸透度が企業のパ
フォーマンスにどのように影響しているの
かとの問いを立てた場合、「パフォーマン
ス」をどう規定するかという点で議論が分
かれていたことである。これに関して、高
尾・王・髙（2009）及び髙（2010）では、
中堅の生産財製造メーカー等へのアンケー
ト調査を行い、理念の浸透が「経営理念の
行動への反映」「経営理念の内容についての
認識」「経営理念への共感」の 3 次元から
把握できることを確認し、これら 3次元間
の相互関係を整理し直した。 
上記の一連の研究を通じて、従来のマク
ロレベルの研究では捉えることのできなか
った経営理念の浸透要因や各要因間の相関
関係、さらには、浸透の過程を確認するこ
とができた。しかしながら、いずれの研究
も、経営理念が既に組織内に存在し、また
理念に対する一定の理解や認識が、組織構
成員に既に備わっていることを前提とした
ものであった。逆を言えば、この点が、こ
れまで行われてきた研究の限界でもある。
すなわち、筆者らの研究をはじめ、これま
でのミクロレベルの研究では「経営理念が
形骸化していく過程」や「経営理念が新た

に導入され、定着していく過程」といった、
ダイナミックな過程が扱われてこなかった
のである。この部分を明らかにするため、
本研究では、2010年に経営破綻し、新たな
経営理念の下で再生を果たした日本航空
（JAL）を研究対象に取り上げることにし
た。 
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２．研究の目的 
 本研究の目的は、組織において、経営理
念が形骸化する過程と再生する過程に着目
し、どのような要因が、かかる変化を引き
起こすのかを体系化することである。本研
究では、日本航空（JAL）を調査対象とし、
文献研究、アンケート調査及びインタビュ
ー調査を通じて、以下の 2点を明らかにす
ることを狙いとする。 
（1） 経営理念がその機能を果たさなく
なる要因（理念形骸化の要因）及び
その過程 

（2） 新たな理念が組織に導入され、当該
理念が浸透していく過程及び、浸透
を促進する要因 

 
３．研究の方法 
 本研究は、次の 4つのフェーズに即して
進められる。フェーズ 1では、文献研究の
レビューに基づき、分析フレームワークの
構築を行う。フェーズ 2では、調査対象で
ある JAL の経営計画（2010 年 1 月～2012
年 9月）の事実整理を行う。その後、フェ
ーズ 3では、従業員を対象とした意識調査
を実施する。本研究では、経営理念が導入
される前と後において、JAL 役員・社員の
意識に明らかな違いがあったことを前提と
しているが、これを検証する目的で意識調
査を実施する。なお、幸いなことに、JAL
が独自に実施した破綻前の意識調査のデー
タがあるため、これを類似したアンケート
票を作成し、破綻の前後で意識がどう変化
したのかを確認する。フェーズ 4では、ア
ンケート調査を補完するため、また、理念
の浸透過程を確認するためインタビュー調
査を実施する。 
 
 



 
４．研究成果 
 上記の通り、本研究の当初の目的は、「JAL
破綻前と再生後」を比較検討し、経営幹部
や従業員の意識変化（統計的に有意な相違
があるか）を検証するところにあった。実
質的な変化があったことを確認した上で、
何がそれを可能にしたのかを検討しようと
計画していた。その上で、本研究では、「破
綻後に行われた一連の研修が、中でも京セ
ラの稲盛和夫氏らが関与した経営哲学に関
するリーダー研修が、その変化をもたらし
た」との仮説を立てた。しかし、研究を本
格化させていく中で、当初の目的と方法は
大幅に修正された。その理由は、JAL が独
自に行った破綻前に実施した意識調査のデ
ータそのものが、当初予定していた形で利
用できないことが判明したためである。当
初、本研究プロジェクトは、JAL 側より、
破綻前に行った役員・従業員の意識調査デ
ータが利用可能との説明を受けていたが、
実際に使えたのは生データではなく、過去
の調査の集計結果（平均と標準偏差とその
解説）であった。 
 また、本プロジェクトでは、JAL の破綻
と再生に関する多くの先行研究や各種資料
を整理していく中で、「破綻の原因に関して
『所論・所説あり』」という状況に陥ってい
ることを問題視するようになっていった。 
このように、本プロジェクトでは、方法
論上の制約に直面したこと、また、研究を
進めていく中で新たな研究課題を発見した
ことなどにより、研究目的そのものを再度
見直すことにした（但し、JAL の経営理念
や哲学を分析するという当初の問題関心は
根底に据えられている）。具体的には、JAL
の破綻と再生に関する包括的・論理的な説
明の枠組みを構築することを第 1目的に、
JAL の破綻と再生に関する因果関係を整理
し、経営哲学の意義を明らかにすることを
第 2目的に据えることとした。さらに、こ
の第 2の目的を順序立てて達成するべく、
その下に次の 4つの課題を掲げることにし
た。第 1 は「JAL 破綻の真因を特定するこ
と」、第 2は「旧 JAL 最後の社長である西松
遙氏の再生に向けての試みを再評価するこ
と」、第 3は「JAL 再生の理由を明確にする
こと」、そして第 4は「JAL 破綻と再生にお
ける経営哲学（刷新）の意義を再検討する
こと」（稲盛和夫氏らによる再生に向けての
試みを再評価すること）である。 
 本研究プロジェクトでは、西松遙氏をは
じめ、JAL 関係者へのヒアリング、各種資
料の提供などを受け、詳細に分析を進めて
いった。それを 1つに取りまとめたものと
して、2019 年 3月に『日本航空株式会社の
破綻と再生―経営哲学の組織論的分析』（ミ
ネルヴァ書房）を出版する予定となってい
る。 
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